
生駒市訓令甲第１号 

 生駒市事務専決規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和６年３月２９日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市事務専決規程等の一部を改正する訓令 

（生駒市事務専決規程の一部改正） 

第１条 生駒市事務専決規程（平成２４年３月生駒市訓令甲第２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第４号中「出張」を「旅行」に改め、同条第７号中「公室長及び部長

並びに議会事務局長並びに」を「部長、議会事務局長及び」に改め、同条第１

６号を同条第１７号とし、同条第１５号中「清掃リレーセンター所長」の次に

「、子育て支援総合センター所長」を加え、「、こどもサポートセンター所長

」を削り、同号を同条第１６号とし、同条第１４号中「デジタル推進課スマー

トシティ推進室長」を「総務課情報システム管理室長、ＳＤＧｓ推進課公民連

携推進室長」に、「都市計画課住宅政策室長、拠点形成課学研推進室長及び」

を「都市づくり推進課拠点形成室長、施設マネジメント課ファシリティマネジ

メント推進室長､｣に改め、「教育指導課教育政策室長」の次に「及び幼保こど

も園課こども園準備室長」を加え、同号を同条第１５号とし、同条第１３号中

「、子育て支援総合センター副所長」を削り、同号を同条第１４号とし、同条

第１０号から同条第１２号までを１号ずつ繰り下げ、同条第９号中「、子育て

支援総合センター所長」を削り、同号を同条第１０号とし、同条第８号を同条

第９号とし、同条第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 参事 市長事務部局の参事及び教育委員会事務局の参事をいう。 

第５条第１項第１号中「市長公室長」を「経営企画部長」に改め、同項第２



号中「、拠点形成課長及び拠点形成課学研推進室長」を「及び学研推進課長」

に改め、同項第９号中「行政経営課長」を「施設マネジメント課長及び施設マ

ネジメント課ファシリティマネジメント推進室長」に改め、同項第１０号中「

デジタル推進課長」を「デジタルイノベーション推進課長及び総務課情報シス

テム管理室長」に改め、同項第１５号中「都市計画課長」を「都市づくり推進

課長」に改め、同条第２項第８号及び同条第３項中「総務部次長」を「財務部

次長」に、「総務部長」を「財務部長」に改める。 

第９条の２第２号中「出張命令」を「旅行命令」に、「出張を」を「旅行命

令を」に改める。 

第１２条（見出しを含む｡)中「市長公室長」を「経営企画部長」に改め、同

条第３号を削り、同条第４号を同条第３号とする。 

第１３条第４号を削り、同条第３号を同条第４号とし、同条第２号を同条第

３号とし、同条第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 職員の研修に関すること。 

第１３条第５号を次のように改める。 

(5) 人権施策の調査及び企画に関すること。 

第１３条第６号中「会計課､｣を削り、「別表」を「別表の２の表第７号及び

別表の３の表から５の表まで」に改める。 

第１３条の次に次の１条を加える。 

（財務部長の専決事項） 

第１３条の２ 財務部長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 起債の承認申請に関すること。 

(2) 予算の目以下の流用、生駒市予算規則（昭和４０年１月生駒市規則第

１号）第１１条第７号及び生駒市下水道事業会計規則（令和２年３月生駒

市規則第９号）第６６条に規定する予算の流用に関すること。 



(3) 市税の滞納処分のうち、差押え及び換価に関すること。 

(4) 会計課の所掌に係る別表の１の表及び別表の３の表から５の表までに

掲げる部長の専決区分に属する事務に関すること。 

第１４条第１号を次のように改める。 

(1) 公害の調査に関すること。 

第１４条第３号中「別表」を「別表の２の表第７号及び別表の３の表から５

の表まで」に改め、同号を同条第４号とし、同条第２号を同条第３号と

し、同条第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 一般廃棄物事業の企画に関すること。 

第１５条を削る。 

第１６条（見出しを含む｡)中「福祉健康部長」を「福祉部長」に改め、同条

第３号及び第４号を削り、同条を第１５条とし、同条の次に次の１条を加え

る。 

（子育て健康部長の専決事項） 

第１６条 子育て健康部長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 予防接種及び健康診断の企画に関すること。 

(2) 国民健康保険事業の企画運営に関すること。 

第１７条第３号を削る。 

第１８条第９号を同条第１０号とし、同条第８号を同条第９号とし、同条第

７号の次に次の１号を加える。 

(8) 市営住宅の入居者の決定に関すること。 

第２２条から第２５条までを次のように改める。 

第２２条 削除 

（総務課長の専決事項） 

第２３条 総務課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 



(1) 庁舎の管理に関すること。 

(2) 財産台帳の調整に関すること。 

(3) 不動産の登記手続に関すること。 

(4) 市有自動車の運行管理及び整備管理に関すること。 

(5) 文書の配布、浄書、収受及び発送に関すること。 

(6) 保存文書の管理に関すること。 

(7) 公印の管理に関すること。 

(8) 条例及び規則の公布に関すること。 

(9) 例規集の編集に関すること。 

(10) 情報公開制度に係る行政文書の目録に関すること。 

(11) 個人情報保護制度に係る個人情報取扱事務登録簿の目録に関するこ

と。 

(12) 市政情報コーナーの管理に関すること。 

(13) 統計調査員の選定及び調査区の設置に関すること。 

(14) 各種統計調査報告に関すること。 

(15) 市政に関する統計その他資料の保管に関すること。 

（総務課情報システム管理室長の専決事項） 

第２４条 総務課情報システム管理室長が専決できる事項は、次のとおりとす

る。 

(1) 総合的な情報システムの運用管理に関すること。 

（人事課長の専決事項） 

第２５条 人事課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 職員の身分証明、記章及び名札の交付に関すること。 

(2) 職員の健康診断及び予防接種の実施に関すること。 

(3) 職員の病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間、組合休暇及び欠勤



届に関すること。 

(4) 職員の厚生に関する計画の実施に関すること。 

(5) 職員の扶養手当、住居手当及び通勤手当に係る認定及び確認に関する

こと。 

(6) 職員の源泉徴収に関すること。 

第２８条及び第２９条を次のように改める。 

（市民課長の専決事項） 

第２８条 市民課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）及び住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号）による事務処理に関すること。 

(2) 既決犯罪通知書の処理に関すること。 

(3) 成年被後見人、被保佐人及び破産者に係る通知書の処理に関するこ

と。 

(4) 印鑑届の受理及び印鑑証明に関すること。 

(5) 在留事務に関すること。 

(6) 特別永住許可事務に関すること。 

(7) 窓口届出に係る埋火葬の許可に関すること。 

(8) 住居番号の決定、変更又は廃止に関すること。 

(9) 住居表示の変更証明に関すること。 

（人権施策課長の専決事項） 

第２９条 人権施策課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 人権啓発事業及び人権教育事業の実施に関すること。 

第２９条の次に次の３条を加える。 

（人権文化センター所長の専決事項） 

第２９条の２ 人権文化センター所長が専決できる事項は、次のとおりとす



る。 

(1) 人権文化センターの管理に関すること。 

（男女共同参画プラザ所長の専決事項） 

第２９条の３ 男女共同参画プラザ所長が専決できる事項は、次のとおりとす

る。 

(1) 男女共同参画プラザの維持管理に関すること。 

(2) 生駒市コミュニティセンターの使用料の徴収及び還付に関すること。 

（小平尾南児童館長の専決事項） 

第２９条の４ 小平尾南児童館長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 小平尾南児童館の管理に関すること。 

(2) 小平尾南児童館の使用許可に関すること。 

第３０条の次に次の３条を加える。 

（契約検査課長の専決事項） 

第３０条の２ 契約検査課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 入札における入札立会人に関すること。 

(2) 契約事務の検査に関すること。 

(3) 建設工事の検査に関すること。 

(4) 建設工事に係る材料の検査に関すること。 

(5) 建設工事の検査計画に関すること。 

（課税課長の専決事項） 

第３０条の３ 課税課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 市税に関する諸申告及び諸届の処理に関すること。 

(2) 納税通知書の発行に関すること。 

(3) 課税資料の調査及び検査に関すること。 

(4) 公示送達及びこれに伴う納期の変更に関すること。 



(5) 市税の更正及び決定に関すること。 

(6) 軽自動車等の標識の交付及び無効標識の押収に関すること。 

(7) 土地及び家屋の異動通知の受理に関すること。 

(8) 固定資産税の価格の通知に関すること。 

（収税課長の専決事項） 

第３０条の４ 収税課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 納税の奨励及び収税に関すること。 

(2) 徴収の嘱託及び受託に関すること。 

(3) 過誤納金の充当還付に関すること。 

(4) 公示送達に関すること。 

(5) 市税の滞納処分のうち、交付要求、参加差押え及び配当に関するこ

と。 

第３２条の２及び第３２条の３を削る。 

第３３条第２号を削り、同条の次に次の３条を加える。 

（ＳＤＧｓ推進課公民連携推進室長の専決事項） 

第３３条の２ ＳＤＧｓ推進課公民連携推進室長が専決できる事項は、次のと

おりとする。 

(1) 軽易な公民連携に係る企画及び調整に関すること。 

(2) 軽易な奈良先端科学技術大学院大学との連携の企画及び調整に関する

こと。 

（環境保全課長の専決事項） 

第３３条の３ 環境保全課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 一般廃棄物の収集処理実施計画に関すること。 

(2) 一般廃棄物の資料収集及び調査研究に関すること。 

(3) エコパーク２１における水質及び悪臭の検査に関すること。 



(4) 清掃センター及びエコパーク２１の施設の維持管理に関すること。 

(5) 公害対策に関する関係機関への連絡に関すること。 

(6) 公害調査の実施及び諸届の受理に関すること。 

(7) そ族、昆虫等の駆除に関すること。 

(8) 火葬場の管理に関すること。 

(9) 犬の登録事務の処理に関すること。 

（清掃リレーセンター所長の専決事項） 

第３３条の４ 清掃リレーセンター所長が専決できる事項は、次のとおりとす

る。 

(1) 清掃リレーセンターの施設の維持管理に関すること。 

第３６条から第４３条までを次のように改める。 

第３６条から第４３条まで 削除 

第４５条第３号から第５号までを次のように改める。 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）に規定する更生医療、育成医療及び精神通院医療

（以下「更生医療、育成医療及び精神通院医療」という。）に係る自立支

援医療費支給対象者の資格取得及び喪失の認定に関すること。 

(4) 更生医療、育成医療及び精神通院医療に係る受給者証等の交付に関す

ること。 

(5) 更生医療、育成医療及び精神通院医療に係る医療費の支給に関するこ

と。 

第４９条の次に次の２条を加える。 

（こども政策課長の専決事項） 

第４９条の２ こども政策課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 軽易な子育て支援に係る企画及び調整に関すること。 



(2) 子育て短期支援事業の利用の決定に関すること。 

（子育て支援総合センター所長の専決事項） 

第４９条の３ 子育て支援総合センター所長が専決できる事項は、次のとおり

とする。 

(1) 子育て支援総合センターの施設の維持管理に関すること。 

第５５条を次のように改める。 

（みどり公園課長の専決事項） 

第５５条 みどり公園課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 都市公園等の使用許可に関すること。 

(2) 公園の占用の許可に関すること。 

(3) 公園整備に伴う、調査、設計及び監督に関すること。 

(4) 現場監督員の選任に関すること。 

第５５条の次に次の１条を加える。 

（花のまちづくりセンター所長の専決事項） 

第５５条の２ 花のまちづくりセンター所長が専決できる事項は、次のとおり

とする。 

(1) 花のまちづくりセンターの維持管理に関すること。 

(2) 花のまちづくりセンターの使用許可に関すること。 

(3) 花のまちづくりセンターの使用料の徴収及び還付に関すること。 

第５６条（見出しを含む｡)中「都市計画課長」を「都市づくり推進課長」に

改め、同条に次の４号を加える。 

(3) 軽易な景観形成施策の企画及び調整に関すること。 

(4) 屋外広告物の表示又は設置に係る許可に関すること。 

(5) 風致地区内の行為の許可（生駒市宅地等開発行為に関する指導要綱第

３条に係るものを除く｡)及び行為に係る協議に関すること。 



(6) 景観法による景観計画区域内の行為の届出に対する行為の着手の制限

に係る期間の短縮に関すること（生駒市宅地等開発行為に関する指導要綱

第３条に係るものを除く｡)。 

第５６条の２から第５６条の４までを次のように改める。 

（都市づくり推進課拠点形成室長の専決事項） 

第５６条の２ 都市づくり推進課拠点形成室長が専決できる事項は、次のとお

りとする。 

(1) 都市拠点及び地域拠点の形成に関する資料の収集、調査及び研究に関

すること。 

(2) 産業・学術研究拠点の形成に関する資料の収集、調査及び研究に関す

ること。 

(3) 市街地再開発事業に係る資料の収集、調査及び研究に関すること。 

（学研推進課長の専決事項） 

第５６条の３ 学研推進課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 軽易な関西文化学術研究都市高山地区関連事業に係る企画及び連絡調

整に関すること。 

（住宅課長の専決事項） 

第５６条の４ 住宅課長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(1) 軽易な住宅施策の企画及び調整に関すること。 

(2) 軽易な空き家施策の企画及び調整に関すること。 

第５６条の４の次に次の２条を加える。 

（施設マネジメント課長の専決事項） 

第５６条の５ 施設マネジメント課長が専決できる事項は、次のとおりとす

る。 

(1) 主管に係る土木建築工事の調査、設計、施工及び監督に関すること。 



(2) 現場監督員の選任に関すること。 

（施設マネジメント課ファシリティマネジメント推進室長の専決事項） 

第５６条の６ 施設マネジメント課ファシリティマネジメント推進室長の専決

事項は、次のとおりとする。 

(1) 軽易なファシリティマネジメントの推進に係る調整に関すること。 

第５８条から第６１条までを削る。 

第６２条第２号を削り、同条を第５８条とし、第６３条を第５９条とし、同

条の次に次の１条を加える。 

（デジタルイノベーション推進課長の専決事項） 

第６０条 デジタルイノベーション推進課長が専決事項できる事項は、次のと

おりとする。 

(1) 軽易なスマートシティの企画及び調整に関すること。 

(2) 軽易な地域情報化の企画及び調整に関すること。 

第６４条を第６１条とし、第６５条を第６２条とする。 

別表の１の表第１号中「出張命令」を「旅行命令」に改め、同号ア及びイ中

「出張」を「旅行命令」に改め、同表第２号中「出張命令」を「旅行命令」に

改める。 

（生駒市住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程の一部改正） 

第２条 生駒市住民基本台帳ネットワークシステム運用管理規程（平成１４年８

月生駒市訓令甲第９号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「地域活力創生部長及び市民部長」を「総務部長」に改め

る。 

  第４条第２項中「デジタル推進課長」を「総務課長」に改める。 

（生駒市法令審査委員会規程の一部改正） 

第３条 生駒市法令審査委員会規程（昭和５２年１１月生駒市訓令甲第７号）の



一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「市長公室長」を「経営企画部長」に改める。 

（生駒市職員被服貸与規程の一部改正） 

第４条 生駒市職員被服貸与規程（昭和４６年４月生駒市訓令甲第５号）の一部

を次のように改正する。 

  別表第１中「市長公室」を「経営企画部」に、「及び契約検査課検査係」を

「を除く｡)、財務部（契約検査課検査係」に改め、「ＳＤＧｓ推進課」の次に

「、環境保全課、清掃リレーセンター」を加え、「市民部（環境保全課及び清

掃リレーセンターを除く｡)、福祉健康部」を「福祉部、子育て健康部」に改め

る。 

  別表第２中「及び契約検査課検査係」を削り、「地域活力創生部」を「財務

部（契約検査課検査係に限る｡)、地域活力創生部」に改め、「ＳＤＧｓ推進課

」の次に「、環境保全課、清掃リレーセンター」を加え、「、環境保全課、清

掃リレーセンター」を削る。 

（生駒市男女共同参画施策推進会議設置要綱の一部改正） 

第５条 生駒市男女共同参画施策推進会議設置要綱（平成７年２月生駒市訓令甲

第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「市民部長」を「総務部長」に改め、同条第３項中「（公室

等を含む。以下同じ｡)」を削る。 

附 則 

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 


